（様式３）

技術士の対応状況について
	
技術部門
	
技術士数（人）
	
うち対応が　　　可能な人数
	
備　　考

	建設部門

（うち建築関係）
	

（　　　　）
	

　（　　　　）
	建築関係に対応可能な技術士の人数について内数で(　)内に記載すること。

	電気電子部門

	
	
	

	その他

	
	
	

	合　計

	
	
	



「うち対応が可能な人数」欄には沖縄県が示した調査業務の期間（令和８年７月から９月まで）で平日昼間に対応が可能な技術士の人数を記入してください。
